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はじめに 
 
当財団では、「平成２８年度救急救命の高度化の推進に関する調査研究事業」として、

プレホスピタルケアの質の向上と救急業務の諸問題の解決に向けて、必要な研究を行う

ことを目的に、当財団が指定するテーマに沿った研究課題において、「大阪大学医学部

附属病院」に調査研究を委託しました。 
この報告書が、関係機関の皆様の参考資料として広く活用され、今後の救急業務の発

展に少しでも貢献できれば幸いです。 
 
 
平成２９年３月 
 

一般財団法人 救急振興財団 
企 画 調 査 課 
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■研究機関 

 ・大阪大学医学部附属病院 高度救命救急センター 

 ・大阪市立大学医学部附属病院 救命救急センター 

 ・大阪大学大学院医学系研究科 社会医学講座 環境医学教室 

 ・大阪市消防局 救急部救急課 

 

 （研究代表者）片山祐介（大阪大学医学部附属病院 高度救命救急センター） 

 （共同研究者）溝端康光（大阪市立大学医学部附属病院 救命救急センター） 

          嶋津岳士（大阪大学医学部附属病院 高度救命救急センター） 

          北村哲久（大阪大学大学院医学系研究科 社会医学講座 環境医学教室） 

          三浦敏也（大阪市消防局 救急部救急課） 

          林田純人（大阪市消防局 救急部救急課） 

  

 ■研究目的 

  諸外国では、主にカナダや英国において ER や救急現場において看護師や救急救命士が患

者のトリアージを行うためのアルゴリズムとして、Canadian Triage Acuity Scale や Manchester 

Triage System などが構築、運用されている。一方で本邦では近年、救急搬送件数は増加傾

向にあり、その対策の一環として総務省消防庁は「緊急度判定プロトコル」を策定し、家庭などで

救急車を要請するべきか否かを市民レベルで判断してもらい、不要不急な救急車要請の縮減

を試みている。しかし、緊急度判定プロトコルの統計学的な妥当性については十分に明らかにさ

れていない。 

 大阪府域では、2012 年から大阪市消防局を中心として、「緊急度判定プロトコル」を一部改変

したプロトコルを用いて、看護師による救急電話相談サービス「救急安心センターおおさか」を運

営しており、年間の相談例数は病院案内が 128,168 例、救急医療相談が 97,373 例にも上る

（2014 年実績）。また、これらの救急電話相談サービスで使用しているアルゴリズムを用いた

「救急需要対策の一環として、住民が自ら行う「ICT を活用した緊急度判断システム」の構築に

向けた研究」として、スマートフォンやタブレット端末で使用できる「小児救急支援アプリ」を 2015

年に開発し、現在運用している（平成 27 年度救急振興財団調査研究（代表研究者；林田純

人））。 

 本研究では、これらの緊急度判定された結果に対して、傷病者の病名、救急車要請状況など

を追跡調査し緊急度判定基準の妥当性及び市民のその後の行動について記述疫学的に明ら

かにすることを目的とした。  
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 ■研究内容 

 今回行った研究内容は、以下の 2 点である。 

 １）安心センターで緊急度判定され、「緊急度が高い」等のため救急車を要請した事例のうち、

大阪市内からの要請であった事例に対して、大阪市消防局の救急活動記録と紐づけし、救急

車要請前後の予後・転帰について記述疫学的に分析した。 

 ２）これまでの救急相談サービスでは、緊急度が低く医療機関案内し受診を促した事例につい

ては、その後の転帰を調査することができなかった。そこで、本研究では現在運用している「小児

救急支援アプリ」の機能を一部改変し、「緊急度が低かった」事例に対してアプリケーションシス

テムから転帰に関するアンケート調査を行う機能を開発し、緊急度が低かった事例に関する転

帰を調査した。 

 

 ■研究方法 

 １）大阪で行っている救急電話相談サービス「救急安心センターおおさか」では、緊急度判定

プロトコルを用いて市民からの電話相談に対応する際に、生理学的兆候に基づく「生命に関わる

兆候の有無」を評価したのちに、異常を認めなかった場合に各症状別に随伴する症候について

電話で聞き取りを行い、緊急度判定プロトコルに基づいて評価し緊急度を判定する。これら電話

相談の際に相談者から聴取するなどして得られた「電話相談された症状」「症状に伴う症候」

「年齢」「性別」「相談開始時刻」「相談終了時刻」等の情報を全て記録し、データベース化して

いる。 

 一方で、大阪市消防局が収集している救急活動記録には総務省消防庁が定めている項目に

加えて、覚知種別においては、「#7119」の項目を構築しており、これにより「救急安心センター

おおさか」からの救急車要請事例について同定することができる。 

 以上より、本研究では大阪市消防局の救急活動記録のなかで覚知種別が「#7119」であるも

のを抽出し、そこから「年齢」「性別」「覚知時刻及び相談開始時刻」などのパラメータを組み合

わせて、「救急安心センターおおさか」のデータに対して、救急隊活動記録を紐づけるようプログ

ラムを組んでこれら二つのデータの結合を行い、「救急安心センターおおさか」から救急車要請

を行った事例について記述疫学的に明らかにした。記述疫学的に明らかにした項目は以下の通

りである。 

   1：生命に関わる緊急度判定結果が「高」であった事例での救急車要請割合及び非要請例

における理由 

   2：各症状別の緊急度判定結果が「高」であった事例での搬送状況（不搬送など）及び病態 

     各症状別の緊急度判定結果が「高」であった事例については、代表的な症状での診断

名を調査 

   3:救急電話相談サービス経由で救急搬送した患者と経由せずに救急搬送患者での重症

度・緊急度の比較 
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 ２）緊急度が低く、救急隊要請を行わなかった事例については「救急安心センターおおさか」で

は氏名・住所・電話番号といった個人を特定できる情報は収集しないため、追跡調査することが

できなかった。そこで本研究では、昨年度開発した「小児救急支援アプリ」の一部機能を改修し、

緊急度が低く医療機関案内を行った事例について予後・転帰に関するアンケート調査機能を開

発し、小児患者を対象に緊急度が低い事例における転帰を調査した。調査項目については下

記の通りである。 

 

 （調査項目１） アプリ操作の結果、病院・クリニックを受診しましたか？ 

    １：アプリで表示された病院を受診した。 

    ２：別の病院（かかりつけを含む）を受診した。 

    ３：受診しなかった。 

    ４：表示された病院に断られたので救急車を要請した。 

    ５：自宅で様子をみた。 

    ６：翌日、受診した。 

 

 （調査項目２） 受診した結果、どうなりましたか？ 

（調査項目１で１，２，４，６と回答された事例について調査） 

    １：外来で診察・治療され帰宅した。 

    ２：入院することになった。 

    ３：対応できないため、他の病院に転院した。 

 

 （調査項目３） 受診しなかったのはどうしてですか？ 

（調査項目１で 3，5 と回答された事例について調査） 

    １：移動手段がないため受診しなかった。 

    ２：翌日以降の受診でもよいと判断した。（病院に言われたを含む） 

    ３：別の病院を紹介された。 

    ４：対応できないと返事された。 

    ５：電話がかからなかった。 

 

 ■研究結果 

 2013 年から 2015 年にかけて救急安心センターおおさかで行った電話相談例数は 292,465

例であり、そのうち大阪市内から相談された例数は 114,340 例であった。114,340 例のうち 15

歳未満の小児に関する相談例数は 57,015 例であり、15 歳以上の成人に関する相談例数は

57,325 例であった。（資料１） 
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 １）救急電話相談サービスで緊急度判定された結果、救急車要請した事例の実態 

1：生命に関わる緊急度判定結果が「緊急度：高」であった事例での救急車要請割合と非要

請例における理由 

 ①小児例での検討 

 小児例 57,015 例の内、生命に関わる兆候に関する質問で何らかの異常を認め、緊急度判

定が「高」となった事例は 262 例であった。これら 262 例のうち、「救急安心センターおおさか」

から直接救急車を要請した事例は 146 例であり、大阪市消防局の救急車が出動し救急活動記

録と結合できた例数は 80 例（結合率 54.8%）であった。80 例のうち不搬送だった 3 例を除いた

77 例の性別は男児 46 例、女児 31 例であった。年齢階層では最も多かったのが 1 歳で 16 例

（20.8％）、次いで 0 歳で 14 例（18.2％）であった。 

 

 

80 例の搬送先は、二次救急医療機関 54 例、初期救急医療機関 20 例、一般病院・診療

所 3 例、不搬送例 3 例（いずれも搬送拒否）であった。 
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搬送された傷病者の病態は、「熱性痙攣」が最も多く（21 例、27%）ついで「気道感染」（11 例、

うち 2 例はクループ症候群）、「痙攣発作（熱性痙攣を除く）」（7 例、９％）であった。 

 

 

  

生命に関わる緊急度判定で「高」であったにも関わらず、救急車を要請しなかったのは116例

（44.3%）で、その理由は医師もしくは看護師が不必要と判断したのが 29 例、相談者が拒否した

のが 87 例であった。 
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 ②成人例における検討 

 成人例 57,325 例の内、生命に関わる兆候に関する質問で何らかの異常を認め、緊急度判

定が「高」となった事例は 879 例であった。これら 879 例のうち、「救急安心センターおおさか」

から直接救急車を要請した事例は 452 例であり、大阪市消防局の救急車が出動し救急活動記

録と結合できた例数は 426 例（結合率 94.2%）であった。426 例のうち男性は 227 例、女性は

199 例であった。年齢分布をみてみると、最も多かったのが 70-79 歳で 76 例（17.8%）、次い

で 40-49 歳で 65 例（15.3％）であった。 

 

426 例の搬送先は、救命救急センター 8 例、二次救急医療機関 360 例、初期救急医療

機関 0 例、一般病院・診療所 27 例、不搬送例 31 例（搬送拒否 27 例、現場処置 2 例、

途中引揚 1 例、酩酊による不搬送 1 例）であった。 
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搬送された傷病者の病態は、「診断名不明」が最も多く（49 例、11.2%）ついで「脳梗塞」（31

例、7.1%）、「尿管結石」（25 例、5.7％）であった。 

 

 

 生命に関わる緊急度判定で「高」であったにも関わらず、救急車を要請しなかったのは 405 例

（46.1％）で、その理由は医師もしくは看護師が不必要と判断したのが 26 例、相談者が拒否し

たのが 379 例であった。 
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2：各症状別の緊急度判定結果が「高」であった事例での搬送状況及び病態 

①小児例での検討 

 小児で生命に関わる緊急度判定で「高」でなかった例のうち、各症状別の緊急度判定で「高」

と判定された事例は 9,200 例であった。9,200 例のうち、「救急安心センターおおさか」から救急

車を要請したのは 851 例で、このうち大阪市消防局の救急活動記録と結合できたのは 605 例

（71％）であった。605 例のうち、男児は 377 例、女児は 228 例であった。年齢階層別では、最

も多かったのが 1 歳で 171 例（28.2％）、次いで 0 歳で 108 例（17.9％）であった。 

 

 

605 例の搬送先は、救命救急センター 3 例、二次救急医療機関 442 例、初期救急医療

機関 25 例、一般病院・診療所 93 例、不搬送例 36 例（搬送拒否 35 例、途中引揚 1 例）

であった。 
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 症状別緊急度判定で「高」となった事例について、相談された症状について調査した。最も多

かったのが、「痙攣・ひきつけ・震え（小児）」で 187 例（30.9%）であり、次いで「頭部・頸部外傷」 

６7 例（11.1％）、「発疹」 ５２例（8.6％）であった。 

 

本研究では、各症状別の緊急度判定結果が「高」であった事例のうち、代表例として「痙攣（ひ

きつけ）・震え」事例について病態を調査した。 

「痙攣（ひきつけ）・震え」で救急車を要請され搬送された傷病者の病態は、「熱性痙攣」が最

も多く（138 例、73.8%）ついで「痙攣発作（熱性痙攣を除く）」（18 例、9.6％）、「気道感染」（14

例、7.5％、うち 2 例はクループ症候群）であった。 

 

（小児） 痙攣(ひきつ
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頸部外傷, 67
（小児） 発疹, 52（小児） 腹痛, 39

（小児） 発熱, 30

意識障害, 29

（小児） 呼吸困難, 27

（小児） 咳, 27

固形異物誤飲, 24

（小児） 吐き気・嘔吐, 22

アレルギー, 14

熱傷, 11 その他, 61

熱性痙攣, 138

痙攣発作（熱性痙
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気道感染, 14

インフルエンザ, 7
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その他, 9
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②成人例での検討 

 成人で生命に関わる緊急度判定で「高」でなかった例のうち、各症状別の緊急度判定で「高」

と判定された事例は 15,997 例であった。15,997 例のうち、「救急安心センターおおさか」から救

急車を要請したのは 3,382 例で、このうち大阪市消防局の救急活動記録と結合できたのは

2,998 例（88.6％）であった。2,998 例のうち、男性は 1,306 例、女性は 1,692 例であった。年

齢階層別では、最も多かったのが 70-79 歳で 524 例（17.5％）、次いで 60-69 歳で 422 例

（14.1％）であった。 

 

 

2,998 例の搬送先は、救命救急センター 22 例、二次救急医療機関 2,593 例、初期救急

医療機関 11 例、一般病院・診療所 204 例、不搬送例 168 例（搬送拒否 152 例、現場処

置 8 例、途中引揚 7 例、その他の理由による不搬送 1 例）であった。 
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 症状別緊急度判定で「高」となった事例について、相談された症状について調査した。最も多

かったのが、「胸痛」で 331 例（11.0%）であり、次いで「めまい・ふらつき」 283 例（9.4％）、「頭

痛」 240 例（8.0％）であった。 

 
本研究では、各症状別の緊急度判定結果が「高」であった事例のうち、代表例として「胸痛」

事例について病態を調査した。「胸痛」で救急車を要請され搬送された傷病者の病態のうち診

断名不明であった 86 例を除外した 245 例では、「心筋梗塞」が最も多く（38 例、15.5%）ついで

「狭心症」（36 例、14.7％）、「不安定狭心症」（9 例、3.7％）であった。 
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腹痛, 232

しびれ(感覚異常)・
麻痺, 232

呼吸困難, 216意識障害, 187

動悸, 175
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 3:救急電話相談サービス経由で救急搬送した患者と経由せずに救急搬送された患者での重

症度・緊急度の比較 

 2013～2015 年に「救急安心センターおおさか」を経由し救急搬送された事例と、同時期に

「救急安心センターおおさか」を経由せずに救急搬送された症例を対象に重症度と緊急度につ

いて比較した。なお、今回使用した重症度は救急活動記録に記載されている救急隊判断項目

を使用し、緊急度は同様に救急活動記録に記載されている医療機関の医師による緊急度判断

項目を使用した。 

 「救急安心センターおおさか」を経由し救急搬送された事例 7,296 例のうち、軽症は 4,912 例

（67.3％）、中等症は 1,953 例（26.8％）、重症は 8 例（0.1％）、死亡例は７例（0.1％）、不搬送

例は 416 例（5.7％）であった。一方で、「救急安心センターおおさか」を経由せずに救急搬送さ

れた 656,268 例のうち、軽症は 312,535 例（47.6％）、中等症は 204,607 例（31.2％）、重症

は 4042 例（0.6％）、死亡は 5308 例（0.8％）、不搬送例は 129,776 例（19.8％）であった。 
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「救急安心センターおおさか」を経由し救急搬送された事例 7,296 例のうち、搬送先医療機

関の医師によって緊急度ありとされたのは 267 例（3.5％）、緊急度なし・不明であった例は

6,613 例（85.9％）、不搬送例は 416 例（5.7％）であった。一方で、「救急安心センターおおさ

か」を経由せずに救急搬送された 656,268 例のうち、搬送先医療機関の医師によって緊急度

ありとされたのは 34,480 例（5.3％）、緊急度なし・不明であった例は 492,010 例（75.0％）、不

搬送例は 129,776 例（19.8％）であった。  
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【考察】 

 今回、我々は救急電話相談サービスで緊急度判定を行い、救急車を要請した事例について

地域網羅的にデータ収集、結合を行い、その結果を解析した。 

 １．生命に関わる兆候に関する質問で、何らかの異常をきたし119 番要請となった事例での検

証では、小児での救急搬送例の多くは熱性痙攣及びそれ以外の痙攣疾患が多くを占めていた。

小児では患児の具合が悪くなると、主に母親を中心とした保護者によって異常を認知され電話

相談されると考えられる。痙攣発作の場合、発作時及び発作が沈静した後は反応しない、傾眠

傾向になってしまうことから、この質問項目に該当し救急車要請されたものと考えられる。その他

の病態も気管支喘息やアナフィラキシー、低血糖など緊急性の高い病態が多くを占めており、

判定結果は比較的妥当であると考えられた。 

一方で、成人での救急搬送例では多くを診断名不明やその他といった事例が占めており、院

外心停止や脳梗塞、心筋梗塞といった事例は比較的少なかった。成人の場合、介護を行って

いる家族などからも電話相談されるが、自身で電話相談する場合が小児に比べ多い。小児では

「冷汗をかく」といった項目は主観的な項目なので不明であるかもしれないが、成人では主観的

に評価できるのでこれらの項目については小児に比べ該当する可能性が高い。その結果として、

他者による客観的判断ではなく患者自身が主観的に判断し相談看護師に伝達し緊急度判定で

判定された結果、緊急性の高い病態がこれらの生命に関わる兆候の異常に該当するだけでなく

比較的軽症な病態であってもこれらの項目に該当し緊急度が高いと判定され、救急車要請につ

ながったものと考えられる。 

以上の結果より、生命に関わる兆候に関する質問項目については、小児では比較的妥当で

あるが、成人例では結果として緊急性の低い病態も多くみられ、評価項目並びに電話相談の受

け方などの改善が必要であるかもしれない。 

 

２．救急電話相談サービスにおいて各症状別の緊急度判定の結果、緊急度が高く救急車を要

請した事例についての解析では、小児例は「痙攣」「頭部・頸部外傷」「発疹」などが上位を占め

ていた。「痙攣」や「発疹」は、小児の内科疾患で緊急性が高いものとして「痙攣疾患」や「アナフ

ィラキシーショック」に関連した症候であり、これらの症状による症例が「緊急度が高い」と判定さ

れ救急車を要請した事例の上位であったということは、今回の緊急度判定が妥当であったと考

えられる。「痙攣」で救急搬送された事例での病態について追跡調査したところ多くが熱性痙攣

であり、症状と病態が特に関係性の高いものであった。 

 一方で、成人例で各症状別の緊急度が高く救急車を要請した事例での解析では、「胸痛」「め

まい・ふらつき」「頭痛」などが上位を占めていた。しかし、小児例と比べ症状が多彩であることが

特徴的であった。「胸痛」で救急搬送された事例での病態について追跡調査したところ、「胸痛」

で緊急度が高い病態である Acute coronary syndrome（「心筋梗塞」「狭心症」「不安定狭心症」

「急性冠症候群」）が、救急搬送され診断名がついた事例の約 3 分の１を占めている一方で、

「その他」といった多岐にわたる病態が約半数を占めていた。成人の場合、症状が多彩でかつ、
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前項でも述べたように電話相談においては患者自身によって電話されるため症状に対する評価

が患者によって主観的であることが、症状別の緊急度判断においても比較的軽症な病態であっ

ても緊急度が高いと判定された結果につながったのではないかと考えられる。しかし、電話による

症候の評価のみで、「胸痛」で抽出すべき緊急性の高い病態である Acute coronary syndrome

が多く抽出できているという判定結果は評価できる点であると考えられる。 

 

 本研究では、小児・成人において緊急度判定の結果、救急搬送された事例における病態につ

いて解析した。小児例では診断名がついている事例が多い一方で、成人例では診断名が不明

である点が多かった。今回の研究では安心センターでの「緊急度判定結果」に消防機関で作成

する「救急活動記録」を紐づけたものであり、診断名は搬送した救急隊が医療機関で聴取したも

のである。そのため、詳細な診断名が救急隊に伝達されなかった、また個人情報として取り扱わ

れている関係上、医療機関から消防機関側に伝達されないことによるものと考えられる。また、

搬送された結果、入院したのか、外来受診で帰宅したのかなど予後・転帰に関する情報は収集

されていないため、本研究においても緊急度判定の結果、相談者の予後や転帰について解析

できなかった。現在、大阪府内では 2015 年から救急搬送された傷病者について、医療機関側

の診断名や転帰を登録する地域網羅的なレジストリシステム「ORION（Osaka emergency 

information Research Intelligent Operation Network system）」が運用、登録されている。しか

し、この ORION で収集された情報についても個人情報保護の観点から、研究目的での第三者へ

の提供は 2016 年時点では行政機関を中心に制度化を検討されている段階である。今後、これ

らのデータと紐づけることによってデータのさらなる精度を向上させることで、より詳細な解析につ

ながる可能性が存在する。 

 

 症状別に緊急度判定され救急搬送された事例について、本研究では小児では「痙攣」、成人

では「胸痛」を対象に解析を行った。本研究では行わなかった「発疹」「腹痛」「頭痛」「意識障害」

など他の症状で解析を行った場合、本研究とは異なる結果が明らかになる可能性がある。また、

今回のように地域を網羅して膨大なデータ収集を行うことによって、症状及びそれに伴う症候に

より特定の病態を推定・診断できる可能性があり、今後さらなる研究を進めていきたい。 

 

 ３：救急電話相談サービスを経由して救急搬送された事例と経由せずに救急搬送された事例

について、救急隊の重症度判断と医療機関の医師による緊急度判断について比較検討した。 

 まず、救急隊の重症度判断については救急電話相談サービスを経由した救急搬送された事

例のほうが、死亡及び重症の割合が経由せずに救急搬送された事例に比べ少なかった。この

結果は、院外心停止や反応のない意識障害など重症例の場合、一般市民による認知段階で

一定程度緊急性が高いことが判断できており、救急電話相談サービスに電話せず直接「119 番」

通報につながっていると考えられる。この結果は、搬送先医療機関の医師による緊急度判断の

割合においても、救急電話相談サービス経由で救急搬送された事例のほうが経由せずに救急
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搬送された事例よりも「緊急度あり」とされた事例の割合が少なかった結果ともつながる。 

 次に、救急電話相談サービスを経由して救急車を要請した事例のほうが、経由せずに救急車

を要請した事例に比べ、不搬送の割合が少なかった。救急電話相談サービスにかけてくる理由

は様々であるが、「急な傷病に際して、どうしていいかわからない」と不安をもつことも一つの要因

である。そのような市民が救急電話相談サービスによって「緊急度が高く、救急車が必要である」

と判断された場合、市民は「救急車が必要であるならば、医療機関に搬送してもらい診察が必

要である」と受け取った結果、医療機関への搬送を積極的に希望するかもしれない。これらの結

果として、救急電話相談サービスを経由して救急要請された事例のほうが、経由せずに救急要

請された事例より不搬送件数が少なかったことにつながったと考えられる。このように救急電話

相談サービスを経由したほうが救急車の不搬送率を減らすことにつながり、不要不急な救急搬

送を減らし、救急車を有効に活用するためには、救急電話相談サービス等の急な傷病に際して

不安を抱えている市民、国民に対するサービスを充実させることが必要不可欠であると考えられ

る。 
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２）緊急度判定が低い事例における予後追跡機能の開発と導入結果（Pilot study） 

 これまで行ってきた救急電話相談サービスでの緊急度判定では、前項で既述したように緊急

度が高く救急車を要請した事例については、救急活動記録と紐づけることによって予後を調査

することができた。しかし、緊急度が低く医療機関案内を行った事例については、行政機関として

法律に基づかない必要以上の個人情報の取得には慎重な姿勢である関係上、個人情報につ

ながる電話番号の聴取を行わないため、医療機関案内を行った事例に対して予後の調査をす

ることができなかった。 

 そこで本研究では、これまで我々が開発してきた緊急度判定結果に基づく医療情報サービス

提供アプリ「小児救急支援アプリ」の一部機能を改修し、予後調査機能を開発した。小児救急

支援アプリにおいて救急度判定された結果、緊急度が低く医療機関案内を行った事例に医療

機関案内を行った際に予後調査に関する同意画面を表示し、了解が得られた事例に対して医

療機関案内を行った一定期間をおいたのちにアンケート調査に関する画面を立ち上げる機能を

開発した。アンケート回答については強制ではなく任意とした。本機能は 2016 年 9 月に完成し、

本研究では 2016 年 10 月～12 月に Pilot study としてデータ収集を行った（データ収集自体は

現在も継続中である）。 

 

   

（アンケート通知画面及びアンケート画面; iPhone 版画面） 
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 2016 年 10～12 月の 3 カ月の間に小児アプリを使用した件数は 2738 件であり、そのうち緊

急度が低く医療機関案内にアクセスした件数は 967 件、これら医療機関案内をした事例のうち

アンケートを回答したのは 39 件であった。 

 

調査項目１において、「１：アプリで表示された病院を受診した。」と回答したのは 4 例、「２：別

の病院（かかりつけを含む）を受診した。」と回答したのは 1 例、「３：受診しなかった。」と回答した

のは 3 例、「４：表示された病院に断られたので救急車を要請した。」「５：自宅で様子をみた。」と

回答した例はなく、「６：翌日、受診した。」と回答したのは 31 例であった。 

 

調査項目２で「１：外来で診察・治療され帰宅した。」と回答したのは 3 例、「２：入院することに

なった。」と回答されたのは 2 例、「３：対応できないため、他の病院に転院した。」と回答された

例はなく、その他の 31 例は未回答であった。（調査項目１で１，２，４，６と回答された事例につ

いて調査） 

 

調査項目３で「１：移動手段がないため受診しなかった。」「２：翌日以降の受診でもよいと判断

した。（病院に言われたを含む）」「３：別の病院を紹介された。」で回答したのは各 1 例であり、

「４：対応できないと返事された。」「５：電話がかからなかった」と回答した例はなかった。（調査

項目１で 3，5 と回答された事例について調査） 

 

【考察】 

 本研究では、緊急度が低い事例に対して予後を追跡調査するために「小児救急支援アプリ」

の一部機能を改修し、アンケート機能を構築した。これまで緊急度が低い事例については、追跡

調査を行うためには個人を特定する情報が必要なことから、期間を限定して調査することはでき

ても継続的に追跡調査ことはできなかった。本研究で開発した機能を用いることによって、個人

を特定する情報を取得しなくても、継続的に予後調査することが可能な基盤を構築することがで

きた。本研究開発成果は、諸外国を含め報告事例がなく新規性があるため、昨年度開発した小

児救急支援アプリの技術とともに、特許協力条約（PCT; Patent Cooperation Treaty）に基づく特

許の国際出願を行った(出願日：2017 年 3 月 2 日 出願番号; PCT/JP2017/8209)。なお、
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昨年度開発した小児救急支援アプリについては国内特許出願中である。（出願日;2016 年 3 月

7 日 出願番号;特願 2016-43594） 

Pilot study 期間は 3 カ月と短期間であったこと、また回答については強制ではなく任意の回

答とした結果、想定よりも回答数は少なかった。今後、回答について回答率を上げるための工夫

が必要かもしれない。 

 少ない回答例ではあったが、緊急度が低く医療機関案内を行った事例の多くは翌日に受診し

ていることがわかった。これは「受診しなかった」例も合わせると回答された例の 87％にも上る。

その理由としては、アプリによって症状の緊急度を判定することによって「症状の緊急度が低く、

すぐに医療機関を受診する必要がない」という安心感が保護者にもたらされたことによるものと考

えられる。しかし、症例数が少ないので今後も継続してデータを蓄積し実態を明らかにしていきた

い。 

 一方で、直ちに受診した例の中には「入院した」例が 2 例認められた。緊急度判定の妥当性を

検証するためのアウトカムについては明確な定義は存在しないが、「入院」は定義の一つとして妥

当な指標であると考えられる。緊急度判定によって緊急度が低いと判定されたにも関わらず、

「入院」となった事例が存在したことは緊急度判定アルゴリズムを見直す必要性があるのかもし

れない。もちろん事例数が少ないため直ちに見直す必要があるわけではないが、今後データを

蓄積しアルゴリズムの感度、特異度、陽性的中率、陰性的中率といった統計学的指標を用いて

検証していきたい。 

 今回の追加のアンケート調査機能では、ユーザーからの回答率を向上させるためにあえて質

問項目を少なくし、かつ質問内容も簡易なものとした。受診した結果の診断名や予後に関する

情報を取得することが理想的ではあるが、一般市民であるユーザーに入力させることは入力率

の向上といった点では障壁となると考え、本研究ではあえて構築しなかった。今後は、既存のデ

ータベースとの紐づけ等を用いてさらなる予後調査を充実させていきたい。 
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【別添資料】 

 

資料１；2013-2015 年に救急安心センターおおさかから救急車要請した事例のフローチャート 

 

資料２：救急安心センターおおさかで使用している緊急度判定プロトコル 
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2013 1 -2015 12
292,465

9,200

262

114,340

56,753

80

146

851

116
/ 29

; 87

8,349
/ 3,468

; 
2,092

0-14 57,015

605

47,553

47

31
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2013 1 -2015 12
292,465

15,997

879

114,340

56,446

426

452

3,382

405
/ 26

; 379

12,836
/ 5,178

7,658

15 57,325

2,998

40,449

267

215
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1 5 43 1 現時点では緊急性はありませんが以下の受診を勧めます。
2 10 6 1 現時点では緊急性はありませんが以下の受診を勧めます。
3 15 6 1 現時点では緊急性はありませんが以下の受診を勧めます。
4 20 45 1 病院案内が必要です。
5 30 45 1 病院案内が必要です。
6 60 3 3 救急搬送（１１９）が必要です。
7 10 24 1
8 0 24 1
9 0 24 1
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